


　株主の皆様には、ますますご清栄

のこととおよろこび申し上げます。

早いもので社長に就任して、もう

すぐ半年が経とうとしております。

　今般、新たな経営執行体制と

なり初めて事業報告をさせて頂き

ます。今上期においては、通信事業者からの手数料体系

の見直し等の影響で、当社をはじめとする通信サービスの

販売代理店業界は、従来以上に厳しい環境の下、当上

期の運営を進めてまいりました。そして、上期の業績は、

対前年で増収減益という結果となりました。

　しかしながら、「iPhone4」や「エクスペリア」等を中心

としてスマートフォンの需要が本格的に立ち上がり、今後

年度末にかけて各通信事業者、端末メーカーから続 と々

新しいスマートフォンが市場に投入され、携帯電話の流通

市場が活性化するものと思われます。また、iPadに続き、

タブレット型のPCも増え、ポケットWiFiや宅内での光回線

への需要も広がりを見せると考えられます。

　当社は、あらゆる通信事業者が提供する携帯端末及び、

固定ネットワークサービスを総合的に取り扱う代理店として、

スマートフォンのような高機能の端末と各種のネットワーク

を組み合わせ、利用者の方々が希望されるコンテンツや

アプリケーションをより快適に利用して頂けるように、これ

まで以上に店頭での販売品質やCS（顧客満足度）の向上

に努め、これらの新たな需要を最大限取り込んでいきたい

と思います。

　一方、新たな取り組みとして、中国上海市に初の海外

拠点を開設し、中国の通信事業者である聯通（チャイナ

ユニコム）のキャリアショップ１店舗の運営を上海で開始

いたしました。世界の工場から世界の消費大国となった

中国は、携帯電話市場でも第二世代から第三世代への

移行期であると共に、モバイルインターネット需要の更なる

拡大期でもあり、この新興市場を積極的に開拓すること

で、更なる成長を目指してまいります。

　今後も役職員一体となり、一層力を尽くしていく所存で

すので、引き続きご支援の程を宜しくお願い申し上げます。
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スマートフォンに代表される新規商材の増加に伴い、販売代理店の専門
スタッフの役割は、重要性を増しております。当社スタッフは各通信事業
者のショップスタッフコンテストにおいて、優秀な成績を収めるなど、質の
高い接客を展開しております。今後代理店の質が問われていくなかで、
お客様に的確なアドバイスや豊富な品揃えをご提供できるよう、今後も
顧客満足度の向上に注力してまいります。
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ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動への取り組み2
当社は平成22年6月に上海市内において、中国の通信事業者である中国聯合網絡通信有限公司上海市分公司
（チャイナユニコム上海支店）と、戦略パートナーとして業務提携を締結、8月には100％子会社として天閣雅上海商
貿有限公司を設立、9月には、中国聯合通信（中国聯通、チャイナユニコム/中国３大通信事業者の一つ）の携帯
電話ショップをオープンいたしました。
同店舗は、上海でも日本人が多く住む地域として知られる上海市長寧区水城南路に位置し、携帯電話端末の販売と
アフターサービス等を手がけております。日本人店長、日本語対応スタッフを揃え、主として上海在住の日本人向けに
サービスを提供し、他店舗との差別化を図ってまいります。

1
当社は平成21年7月にCSR推進部を新設以来、継続的かつ積極的にCSR活動を展開しております。従来の活動に
加えて、本年4月には難病の子供たちの「夢」や「希望」を叶え、「生きる力」や「病気と闘う勇気」を持ってほしいとの
願いから設立された（財）メイク・ア・ウィッシュ オブ ジャパン（MAWJ）の活動に協賛し、当社社員がMAWJ主催の
「皇居チャリティマラソン」に出場いたしました。
また、平成32年までに温室効果ガスの平成2年比25％削減を目指す、
環境省主導の「チャレンジ25キャンペーン」に登録し、従来から取り組ん
できたクールビズ等を引き続き実施すると共に、CO2削減を積極的に
推進しております。今後も上場企業として着実に、企業の社会的責任を
果たしてまいります。



　当第２四半期累計期間（平成22年４月～９月）におけ

るわが国経済は、アジアを中心とする新興国の経済

成長に伴う輸出・生産の増加、企業収益の改善や個人

消費の持ち直しが見られたものの、米国を始めとする

海外景気の先行き不安に加え、円高の進行やデフレ

状況、厳しい雇用環境が続く等、先行きは依然として

不透明な状況にありました。

　当社の主な事業分野である携帯電話等販売市場に

おいては、スマートフォンやデジタルフォトフレーム、データ

カード等のデータ通信端末の相次ぐ導入により新たな

需要が喚起されたことで、販売台数は前年同期比で

増加し、市場は拡大の様相を見せつつあります。

　このような事業環境下、当社はスマートフォンやデータ

通信端末の販売およびサービス廃止が予定されている

旧規格対応端末から新規格対応端末への切り替え

需要の取り込み等に引き続き注力した結果、プリペイド

携帯電話を含む販売台数は270万台（前年同期比

7.8％増）となりました。しかしながら、廉価端末の増加や

市場競争の激化に伴う値引き施策の拡大に加え、通信

事業者の販売代理店に対する手数料体系改定の影響

通期（予想）

通期（予想）

通期（予想）

通期（予想）

通期（予想）

通期（予想）

（注）業績見通し数値は、現時点において入手可能な情報から得られた判断・予想に基づくものですが、
　　リスクや不確実性を含んでいる情報から得られた多くの仮定及び考えに基づきなされたものであります。
　　実際の業績は、さまざまな要素によりこれら業績見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。
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等により、モバイル事業においては、売上高および営業

利益は減少いたしました。

　ネットワーク事業においては、FTTH（Fiber To The Home）

等光回線サービスの販売およびマイラインサービスの

獲得に注力したものの、市場の成熟化に伴う営業効率

の悪化等により、売上高および営業利益は減少いたし

ました。

　プリペイド決済サービス事業他では、大手コンビニエン

スストア販路でのPIN（Personal Identification Number）

販売システムを用いた電子マネー系商材やプリペイド

携帯電話の販売が好調に推移した結果、売上高および

営業利益は増加いたしました。

　この結果、当第２四半期累計期間（平成22年４月～

９月）における業績は、売上高2,868億28百万円（前年

同期比2.5％増）、営業利益68億14百万円（前年同期

比15.4％減）、経常利益67億46百万円（前年同期比

15.0％減）となりました。なお、第１四半期に「資産除去

債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる特別

損失を４億円計上した結果、四半期純利益は34億81百

万円（前年同期比20.0％減）となりました。



通信事業者とメーカー、
そしてお客様双方の
ニーズにいかに応える
かが重要！

携帯電話端末の高機能化や料金プランの多様化に伴い、お客
様は自分に適した携帯端末や料金プランを選択することが難しく
なっているため、販売代理店の専門スタッフからの的確なアドバ
イスが益々求められております。また、通信事業者にとって販売

代理店は、日々多くのお客様と接する販売チャネルとして機能し
ております。
このように販売代理店の役割は、通信事業者とメーカー、そして
お客様の橋渡しをし、携帯電話の流通を円滑化することです。

イー・モバイル
ショップ

携帯電話等の販売及び代理店業務
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スマートフォン＆LTE（※Long Term Evolution）
元年。市場環境を活性化させ、出荷台数も回復。

モバイルインターネット向けの多彩なサービス展開。
例…データ通信カード、デジタルフォトフレーム、Wi-Fiなど

新規商材による新たな需要の創出と市場の拡大

高度な販売品質（営業スタッフへの教育）の維持と確保

店舗の移転や改装等、戦略的な店舗配置を実施

豊富な人材の活用や魅力的な品揃えの充実

ＳＩerとの協業により事業領域を拡大し、スマートフォンやタブレットPC等の端末ニーズにも対応

当社オリジナルの法人向けソリューション「movino star」を提供
移動体通信（携帯電話、モバイルデータ通信）と合わせたワンストップソリューションの提案

海外（中国）の日系企業もターゲットに営業を展開

企業顧客向け

個人顧客向け

＊中国第2位の通信事業者である中国聨合網絡通信有限公司上海市分公司
  （中国聯通上海支店＝チャイナユニコム上海支店）と戦略パートナーとしての業務提携について基本合意。

直接お客様と接する販売代理店の位置付けや役割の重要性がアップ



プリペイド関連ビジネスは、約5年前に

スタートし、順調に成長しております。もと

もとは、コンビニエンスストアの販路を使っ

てプリペイド携帯を販売したのが始まりでし

たが、現在では、リアル（実際の）カードの

販売に加えて、認証番号（PIN）を活用した、

オンラインでの決済サービスが堅調に推移

し、取扱い商品も順次拡大しております。

これらのプリペイド関連事業全体で、全国

約4万店の主要コンビニエンスストアの既存

の販路を拡大し、今後は新商材も展開して

まいります。



当社では、皆様からの貴重なご意見を今後の活動に反映させるべく努め、引き続き企業価値の向上に取り組んでまいります。




